
鹿島共同火力株式会社            （単位：千円）

金　    　 　 額 金　   　   　額

流　動　資　産 8,143,101         流　動　負　債 19,406,049        

124,243           3,558,838         

4,421,310         14,401,550        

844               42,586            

211,939 620,931 

3,346,858         219,200 

7,950             461,541 

29,955            6,482 

94,918 

固　定　資　産 65,110,602        

有形固定資産 60,524,749        

2,033,458         固　定　負　債 29,688,004        

4,046,155         28,850,800        

45,779,868        592,058           

3,002             17,656            

46,813            227,490           

8,558,620         

56,830            49,094,053        

無形固定資産 250,568           

246,186           株　主　資　本 24,154,330        

2,270             22,000,000        

2,111             2,154,330         

54,000            

投資その他の資産 4,335,284         2,100,330 

51,663            繰 越 利 益 剰 余 金 2,100,330         

64,314            

2,584,310         評価・換算差額等 5,318             

178,909           5,318             

1,223,725         

232,362           24,159,649        

73,253,703        73,253,703        負 債 ・ 純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資　産　合　計

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他 投 資 等

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 固 定 負 債

そ の 他 流 動 資 産

未 払 金

未 払 法 人 税 等

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 借 入 金

工 具 器 具 及 び 備 品

貯 蔵 品

未 払 費 用

建 物

預 り 金

賞 与 引 当 金

土 地

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 運 搬 具

貸 　 借　  対　  照　  表

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

利 益 準 備 金

その他有価証券評価差額金

負　債　合　計

そ の 他 無 形 固 定 資 産

未 収 入 金

科　　　 　　　　目

退 職 給 付 引 当 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

前 払 費 用

構 築 物

機 械 装 置

２０２０年３月３１日現在

売 掛 金 １年内返済予定長期借入金

未 払 消 費 税 等

買 掛 金現 金 及 び 預 金

科　　 　　　　　目

未 収 事 業 税



鹿島共同火力株式会社 （単位：千円）

売 上 高 57,865,938                  

売上原価 56,811,865                  

　　売上総利益 1,054,073                   

販売費及び一般管理費 370,437                     

　　営業利益 683,635                     

営業外収益

受取利息 874                         

受取配当金 1,083                       

固定資産売却益 626                         

雑 収 益 22,711                      

　　営業外収益合計 25,296                      

営業外費用

支払利息 296,401                     

固定資産除却費 51,029                      

雑 損 失 633                         

　　営業外費用合計 348,065                     

　　経常利益 360,866                     

　　税引前当期純利益 360,866                     

　　法人税及び住民税 5,090                       

　　法人税等調整額 100,502                     

　　当期純利益 255,273                     

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

損　　益　　計　　算　　書

２０１９年　４月　１日から

２０２０年　３月３１日まで



鹿島共同火力株式会社 （単位：千円）

 

その他利益剰余金

剰 余 金 の 配 当 21,600           △237,600        △216,000        △216,000      △216,000      

当 期 純 利 益 255,273          255,273          255,273        255,273        

24,159,649     当 期 末 残 高 22,000,000       54,000           2,100,330        2,154,330        24,154,330     5,318        5,318        

△4,766      △4,766      34,507         当 期 変 動 額 合 計 －               21,600           17,673           39,273           39,273         

当 期 変 動 額

24,115,057     10,085       10,085       

△4,766        
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
△4,766      △4,766      

2,082,657        2,115,057        24,125,142     当 期 首 残 高 22,000,000       32,400           

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０１９年４月　１日から２０２０年３月３１日まで

株  　主  　資　  本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
資   本   金

利益剰余金

株 主 資 本 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

利 益 準 備 金 利 益 剰 余 金 合 計
繰 越 利 益 剰 余 金



鹿島共同火力株式会社

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの・・・・決算日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理）に

　　　　　　　　　　　　　　　よっております。

　　　　時価のないもの・・・・移動平均法による原価法によっております。

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算出）に

　　よっております。

　２. 固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産
　　　　　発電設備に関する機械装置は定額法、その他は定率法によっております。

　　　　　ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに２０１６年４月１日以

　　　　降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

　（２）無形固定資産
　　　　　定額法によっております。

　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

　　　　ております。

　３．引当金の計上基準

　（１）賞与引当金・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額

　　　　　　　　　　　　　　を計上しております。
　（２）退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

　　　　　　　　　　　　　　産の見込額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上して

　　　　　　　　　　　　　　おります。

　（３）役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

　　　　　　　　　　　　　　ります。

　４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　（１）ヘッジ会計の処理

　　　金融商品に関する会計基準に定める特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によってお

　　ります。

　（２）消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額

　２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　　短期金銭債権

　　　　短期金銭債務

個 　別 　注　 記　 表

２０１９年 ４月　１日から

２０２０年 ３月３１日まで

１１０，４１８，８４７ 千円

２，７４５，１５６ 千円

１，７４７，２６５ 千円
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Ⅲ．損益計算書に関する注記

　１．関係会社との取引高

　（１）営業取引による取引高

　　　　営業収益

　　　　営業費用

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

　　　　普通株式　

　（１）配当金支払額

　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるものは次のとおりで

　　あります。

Ⅴ．税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　（繰延税金資産）

　　　　　固定資産圧縮記帳額

　　　　　退職給付引当金　

　　　　　未納事業税

　　　　　賞与引当金

　　　　　繰越欠損金

　　　　　その他

　　　　　　繰延税金資産小計

　　　（評価性引当額）
　　　　　　繰延税金資産合計

　　　（繰延税金負債）

　　　　　未収事業税

　　　　　前払年金費用

　　　　　その他有価証券評価差額金

　　　　　　繰延税金負債合計

　　　　　　繰延税金資産の純額

Ⅵ．金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

　　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達してお

　　ります。

　　　売掛金に係る顧客は信用リスクのない顧客に限定されております。

　　　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動

　　リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引

　　を行うにあたっては、取締役会の決裁を得ており、リスク管理はすべて業務部で行っております。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　２０２０年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

３１，４００，５６４ 千円

２８，９４２，３５９ 千円

２，２００，０００ 株　

　２．剰余金の配当に関する事項

決　　議 株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

2019年6月28日
普通株式 １０８，０００千円 2019年3月31日 2019年6月28日

定時株主総会

決　　議 株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

2019年10月30日
普通株式 １０８，０００千円 2019年9月30日 2019年10月30日

取締役会

決　　議 株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

2020年6月30日
普通株式 １０８，０００千円 2020年3月31日 2020年6月30日

定時株主総会

１，００５，０５１ 千円

１６２，２２４ 千円

１２５，７６４ 千円

２６，００７ 千円

８，２９３ 千円

１９，４４３ 千円

１，３４６，７８５ 千円

△１３，９６０ 千円

１，３３２，８２５ 千円

△５８，０７１ 千円

△４９，０２１ 千円

△　２，００７ 千円

△　１０９，０９９ 千円

１，２２３，７２５ 千円
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（単位：千円）

 (1) 売掛金

 (2) 投資有価証券

 (3) 買掛金

 (4) 長期借入金

 (5) デリバティブ取引

　　　　　(*) 負債に計上されているものについては、(  ) で示しております。

　　（注１）非上場株式（貸借対照表計上３１，７０６千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

　　　　　を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「(2) 投資有価証券」

　　　　　には含まれておりません。

　　（注２）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

　　　(1) 売掛金

　　　　　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　　(2) 投資有価証券

　　　　　　時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　　(3) 買掛金

　　　　　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　　(4) 長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む。）

　　　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

　　　　　て算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされ

　　　　　ており（下記(5) 参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、新規借入を行

　　　　　った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　　　(5) デリバティブ取引

　　　　　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

　　　　　いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(4)参照）。

Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記

　１．親会社及び法人主要株主等

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）電力販売・燃料用ガス及び石炭購入の価格等の取引条件は、市場実勢を勘案した適正な総括原価等を提

　　　　示して交渉のうえ決定しております。

　（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

　１．１株当たり純資産額

　２．１株当たり当期純利益

貸借対照表計上額(*) 時　　価 (*) 差　　額

4,421,310 4,421,310 －　

19,957 19,957 －　

( 3,558,838) ( 3,558,838) －　

(43,252,350) (43,102,750) (△ 149,599) 

－　 －　 －　

（単位：千円）

属　性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社

日 本 製 鉄 ㈱ 被所有　直接50%

電力販売 電力販売 31,400,564 売掛金 2,744,716
燃料用ガス購入 燃料用ガス購入 18,562,332 買掛金 1,578,036
燃料用石炭購入 燃料用石炭購入 10,034,951

１１６円　　３銭

１０，９８１円　６６銭
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